
居宅介護支援 重要事項説明書 

 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定居宅介護支援について、契約を締結す

る前に知っておいていた だきたい内容を、説明いたします。わからないこと、わかりにくいことがあ

れば、遠慮なく質問をしてください。  

 

１ 事業所の概要 

１）指定居宅介護支援を提供する事業者について  

【 法 人 名 】 社会福祉法人 東温市社会福祉協議会 

【 所 在 地 】 愛媛県東温市見奈良４９０番地１ 

【 代 表 者 】 会長理事  菅 野  邦 彦 

【 電 話 番 号 】  ０８９－９５５－５５３５ 

【 設 立 年 月 】 平成１６年９月２１日 

２） 利用者に対しての指定居宅介護支援を実施する事業所について 

【 事業所名称 】 社会福祉法人 東温市社会福祉協議会 

【 事業所所在地 】 愛媛県東温市見奈良４９０番地１ 

【介護保険指定事業所番号】 東温市指定 第３８７１５０００１７ 

【 連 絡 先 】ＴＥＬ ０８９-９５５－１０２１ ＦＡＸ ０８９-９５５－５７６６ 

 

２ 事業実施地域及び営業日及び営業時間 

 【 事業実施地域 】東温市 

【 営 業 日 】月～金( 国民の祝日等年末年始（12月 29日から 1月 3日）は除きます) 

【 営 業 時 間  】８：３０～１７：１５  

緊急な場合及び予約により、上記の営業日・営業時間外でも対応が可能です。 電話により、３

６５日２４時間の受付を行います。 緊急時 ＴＥＬ ０９０－１３２３－４４１９ 

 

３  職員体制 

当事業所では、利用者に対して指定居宅介護支援サービスを提供する職員として、以下の職種の職員を

配置しています。 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職種 常勤 非常勤 常勤換算 指定基準 職務の内容 

１ 管理者 

(兼務 主任介護支援専門員) 
１名   １名 

事業所の運営管理 

居宅サービス計画の

作成等 

２ 介護支援専門員 

管理者も介護支援専門員とし兼

ねる 

４名    4名 １名 

居宅サービス計画

の作成等 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の

所定勤務時間数（例：週 40時間）で除した数です。 

（例）週 8時間勤務の介護支援専門員が 5 名いる場合、常勤換算では、5 名（8 時

間×5日×5名÷40時間＝5名）となります。 

 



４ 事業の目的及び運営の方針  

１）事業の目的 

指定居宅介護支援事業所（以下「事業所」という。）が行う指定居宅介護支援事業の適切な運営を 

確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、要介護状態にあ 

る高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とします。 

①介護保険法令に従い、利用者がその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むために必要な居 

宅サービスが適切に利用できるよう居宅サービス計画を作成します。 

②当該居宅サービス計画に基づいて適切な居宅サービスの提供が確保されるよう、サービス提供事業者等と 

の連絡、調整、その他の便宜を提供します。 

③要介護認定訪問調査を受託し運営します。 

④要介護認定申請の援助を行ないます。 

 

２）事業の運営方針 

① 利用者が要介護状態となった場合においても、利用者が可能な限りその居宅において、その有する 

能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように配慮したものとします。 

② 利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づき適切な保健医 

療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行 

ないます。 

③ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サービス等 

が特定の種類または特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行いま 

す。 

④ 事業を行うにあたり、利用者の所在する市町村、老人介護支援センター、地域包括支援センター、 

他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めます。 

⑤ 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業 

者に対し、研修を実施する等の措置を講じます。 

⑥ 前５項のほか、「東温市指定居宅介護支援事業者の指定並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及 

び運営に関する基準を定める条例」に定める内容を遵守し、事業を実施するものとします。 

 

５ 居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容  

１）居宅サービス計画の作成 

① 介護保険要介護認定において、「要介護 1～5」と認定された方に、下記の手順で居宅サービス計 

画を作成します。 

② 当事業所の重要事項説明書を説明し、それについて同意を得ることができましたら、契約書を締 

結します。 

③ 契約後、介護支援専門員が利用者様のお宅を訪問し、お困りのことやご希望をうかがって、解決 

すべき問題を把握します。 

④ 当該地域におけるサービス提供事業者の指定居宅サービスの内容や利用料等の情報を利用者及び 

その家族に提供し、利用者に指定居宅サービスを選択していただきます。利用者は居宅サービス計 

画に位置付ける居宅サービス事業所については複数の事業所の紹介を求めることが可能であり、ま 

た当該事業所を居宅サービス計画に位置付けた理由を求めることが可能です。  



⑤ 提供される居宅サービスの目標、達成時期、居宅サービスを行ううえでの留意点等を盛り込んだ居 

宅サービス計画の原案を作成します。 

⑥ 居宅サービス計画の原案に盛り込んだ介護サービスについて、保険給付の対象にならないもの（自 

己負担分）を区分して、それぞれ種類、内容、利用料等を説明します。  

⑦ 利用者とサービス提供事業者とのサービス利用契約の締結にあたって、必要な支援を行います。  

⑧ サービス担当者会議等を開催し、居宅サービス計画の内容について利用者やサービス事業者と共 

通認識を得て必要な修正を加え、計画を最終的に決定します。  

⑨ 居宅サービス計画の作成後、利用者の状況に応じてサービスが提供されるよう、状況把握に努め、 

サービス提供事業者との連絡調整を行います。 

⑩ 実施状況に当たっては、利用者宅への訪問による面接を月に一度は行って把握に努め、その結果 

を記録に残します。 

⑪ 居宅サービス計画の変更や要介護認定区分の変更にあたって、必要な支援を行います。 

⑫ 利用者が介護保険施設等への入所を希望される際には、利用者に介護保険施設に関する情報提供 

と連絡調整を行います。  

⑬ 病院等に入院しなければならない場合には、退院後の在宅生活への円滑な移行を支援等するため、 

早期に病院等と情報共有や連携をする必要がありますので、病院等には担当する介護支援専門員の 

名前や連絡先を伝えてください。  

２）給付管理 

居宅サービス計画作成後、その内容に基づいてサービス利用票及び提供票による給付管理を行うと 

ともに、毎月の給付管理を作成し、愛媛県国民健康保険団体連合会に提出します。  

３）相談及び説明 

介護保険制度及び介護に関し幅広く相談に応じます。  

４）医療機関との連携及び主治医への連絡 

ケアプランの作成時又は変更時及びサービス利用時において必要なときは、利用者の同意を得たう

えで、関連する医療機関や主治医と連絡をとり、連携を図ります。  

５）要介護認定に係る申請の援助 

 ① 利用者の意見に基づいて、要介護認定等の申請に必要な援助をいたします。 

 ② 利用者の要介護認定の有効期間満了のおおむね３０日前には、要介護認定の更新申請に必要な援 

助を行います。  

６）居宅介護支援の提供にあたっての留意事項について 

① 居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護 

認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認します。被保険者の住所などに変更があった場合 

は速やかに当事業者にお知らせください。  

② 利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行わ 

れるよう必要な援助を行います。  

③ 利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している場合、そ 

の他必要な場合には、利用者の同意を得て主治の医師又は歯科医師（以下「主治医」という。）

の意見を求めます。 

④ サービス担当者会議は、通常利用者宅で開催します。 

⑤ 居宅サービス計画に、訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスを位置づける場合 



は、当該医療サービスに係る主治医等の指示がある場合に限り行います。特に訪問リハビリテー 

ション及び通所リハビリテーションについては、医療機関からの退院患者において、退院後のリ 

ハビリテーションの早期開始を推進する観点から、入院中の医療機関の医師による意見を踏まえ 

て医療サービスを含む居宅サービス計画を作成します。医療サービス以外の指定居宅サービスに 

ついて、主治医の医学的観点からの留意事項が示されている場合には、それを尊重して行います。 

⑥ 利用者が提示する被保険者証に、認定審査会の意見又は指定されたサービスの種類についての 

記載がある場合には、利用者にその旨（サービスの指定については変更の申請ができることを含 

む。）を説明し、理解を得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成します。 

⑦ 居宅サービス計画の作成又は変更に当たっては、利用者の日常生活全般を支援する観点から、 

介護給付等対象サービス以外にも、市町村の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住 

民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置づけるよう

努めます。 

⑧ 地域ケア会議において、個別のケアマネジメント事例の提供の求めがあった場合には、これに 

協力するよう努めます。 

⑨ 利用者負担を軽減し、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、 

安全を確保する観点から、介護支援専門員や福祉用具専門相談員は、一部の用具（固定用スロー 

プ、歩行車を除く歩行器、松葉づえを除く単点杖及び多点杖）については貸与か購入について利 

用者等が選択できることについて十分な説明を行い、選択に当たっての必要な情報提供及び医師 

や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏まえた提案を行います。 

福祉用具貸与後は、６月以内に一度モニタリングを行い貸与継続の必要性について検討し、福 

祉用具販売後は、特定福祉用具販売計画における目標の達成状況を確認します。また、利用者等 

からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認するよう努めるとともに、必要な場合は使用 

方法の指導や修理、商品不具合時等の連絡先を情報提供します。 

 

６ 利用料金  

居宅サービス計画の作成料は、介護保険から全額給付されるため、原則として利用者の自己負担は

ありません。 但し、利用者の介護保険料の滞納等により、ご利用者の介護保険被保険者証に支払方法

に関する記載があったときは、各要介護度に応じ下の表の金額をお支払いただきます。この場合、当

事業所の発行する証明書を市町村に窓口に提出をして、払い戻し（償還払い）を受けてください。  

基本料金や加算等の詳細は【契約書別紙】のとおりです。 

 

７ サービスの利用方法  

１）サービスの利用開始  

まずは、電話等でお申し込みください。介護支援専門員がお宅へお伺いいたします。契約を締結し

たのち、サービス提供が開始されます。  

２）サービスの終了  

① 利用者の都合でサービスを終了する場合 

契約の有効期間であっても、利用者から利用契約を解約することができます。その場合には、契約終了を

希望する日の７日前までに解約の意志をお申し出ください。ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解

除することができます。 



・ 事業者が作成したにケアプランに同意できない場合 

・ 事業者もしくは介護支援専門員が正当な理由なく本契約に定める居宅介護支援を実施しない場合 

・ 事業者もしくは介護支援専門員が守秘義務に違反した場合 

・ 事業者もしくは介護支援専門員が故意又は過失により利用者の身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい

不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

② 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

ケアプランを作成にあたって、利用者が、ケアプラン作成に支障をきたすような虚偽の情報提供等を故意に

より行うなどの著しい不信行為、又は１年以上にわたる利用料金の未支払いにより、契約を継続することが困

難となった場合、事業者は、利用者に対しこの契約の解除を申し出ることができます。尚、その場合は契約解

除の理由を記した文書を利用者に交付します。 

③ 自動終了 

・ 利用者が、介護保険施設に入所した場合。 

・ 利用者の要介護認定区分が、要支援１・２または非該当（自立）と認定された場合。  

・ 利用者が、死亡若しくは被保険者の資格を喪失した場合。 

・ 事業者が事業を継続できなくなったとき。 

④ 背信行為等による終了について 

  当事業所の介護支援専門員が、利用者又はご家族に対して本契約を継続し難いほどの背信行為（た

たくなどの身体暴力、怒鳴るなどの精神暴力）並びにハラスメント（福祉関係者等の倫理に反する言

動で利用者や家族を精神的に苦しめる行為、個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、お

としめたりする行為）等を行いその改善が見込めない場合、理由を明らかにして頂ければ、直ちに居

宅介護支援サービスを解約することができます。この場合においても地域の他の居宅介護支援事業者

をご紹介いたします。  

利用者やご家族などが当事業所や当事業所の介護支援専門員に対して本契約を継続し難いほどの

背信行為（たたくなどの身体暴力、怒鳴るなどの精神暴力）並びにハラスメント（介護サービス等に

瑕疵・過失が認められないにも関わらず、妥当性を欠く内容を要求する行為、個人の尊厳や人格を言

葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為）等を行いその改善が見込めない場合、文書で

通知することにより即座にサービスを終了させていただく場合がございます。この場合においても地

域の他の居宅介護支援事業者をご紹介いたします。 

事業所はハラスメントに対して許容しておりません。ハラスメントの防止に向け、介護支援専門員

に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。またハラスメント事

案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、同時案が発生しない為の再発防止策を検討

することや、ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善

に対する必要な措置を講じます。 

 

８ 介護支援専門員の交替について  

１）事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。介護支援専門員を交替する場合は、利

用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

２）利用者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が、利用者にとって、業務



上不適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして頂ければ、事業者に対して介護支援専

門員の交替を申し出ることができます。ただし、事情や理由に合理性がないものと考えられる場合、選任に関

して事業者と改めてご相談させて頂くこととなります。また、利用者から特定の介護支援専門員の指名はできま

せん。 

 

９ 事故発生時の対応及び賠償責任  

１）事故発生時の対応について 

居宅介護サービスを提供の際、事故が発生した場合には、市町村及び当該利用者の家族等に連絡を行う

とともに必要な処置を行います。 

①前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録を残します。 

②利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償 

を速やかに行います。 

２）損害賠償保険への加入について 

下記の損害賠償保険に加入していますので、事業者の責任により利用者に生じた損害については、速や

かにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様です。ただし、その損害の発生について、

利用者に故意又は過失が認められる場合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる

時に限り、事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

  保険会社名   損害保険ジャパン株式会社 

  保 険 名    社協の保険 

  補償の概要   対人・対物人格権侵害補償 最高限度額２億円 

 

１０ 秘密の保持と個人情報の保護について  

１）利用者の又はその家族の秘密の保持について 

業務上知り得た利用者又はその家族の個人情報について、正当な理由なく第三者に漏洩することはありま

せん。また、過去に担当した当該事業所の介護支援専門員についても同様に漏洩することはありません。 

２）利用者又はその家族の個人情報の提供について 

利用者の居宅サービスを作成する上で、各居宅サービスの担当者により課題分析情報等を通じて利用者

にとってよりよいサービスを提供するために、利用者及びその家族の個人情報を共有するため、あらかじめ文

書により利用者及びその家族から同意を得た際には、連携するサービス担当者間に個人情報を提供いただ

きます。 

３）サービス提供の記録の閲覧について 

利用者に提供した居宅介護支援についての記録を作成し、その完結の日から 2年間保管するとともに、利

用者又はその代理人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

 

１１ サービス提供に関する相談、苦情について 

１）苦情処理の体制及び手順  

①提供した指定居宅介護支援に係る利用者及びその家族からの相談及び苦情を受け付けるための窓口

を設置します。（下表に記す【苦情等の窓口】のとおり）  

②相談及び苦情に円滑かつ適切に対応するための体制及び手順は以下のとおりとします。 

 



・利用者及び利用者のご家族等より苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するた

め必要に応じ訪問を実施し、状況の聞き取りや事情の確認を行います。  

・管理者は、当該介護支援専門員に事実関係の確認を行います。  

・管理者は、把握した状況をスタッフとともに検討を行い、時下の対応を決定します。  

・対応内容に基づき、必要に応じて関係者への連絡調整を行うとともに、利用者へ必ず対応方法を含

めた結果報告を行います。（時間を要する内容もその旨を翌日までには利用者及び関係者に連絡しま

す。） 

２）苦情等の窓口 

苦情受付相談（担当者） 管理者  橋 本  あ ゆ み 

受付時間 毎週月曜日から金曜日  ８：３０～１７:１５ 

電話番号等 電話番号 ０８９－９５５－１０２１ ＦＡＸ ０８９－９５５－５７６６ 

電話により時間外でも苦情受付を行い後日、担当者よりご連絡申し上げます。 

３） 第三者委員 

 本事業所は、地域にお住まいの以下の方を第三者委員に選任し、地域住民の立場からサービスに対

するご意見などをいただいています。利用者は、本事業所への苦情やご意見は「第三者委員」に相談

することもできます。 

 第三者委員については【契約書別紙】のとおりです。 

【行政機関その他苦情受付機関】 

被保険者の市町村役場介護保険担当課 お住まいの市町村役場にお問い合わせ下さい 

東温市長寿介護課 東温市見奈良５３０－１ 電話 ９６４－４４０８ 

愛媛県国民健康保険団体連合会 松山市高岡町１０１－１ 電話 （代）９６８－８７００ 

 

１２ 虐待の防止について  

利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を行います。 

① 利用者の人権擁護、虐待防止等の観点から、虐待の発生またはその再発を防止するための指針

を整備します。 

② 従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を定期的に実施します。  

③ 虐待防止に関する責任者を選定します。 

④ 成年後見制度の利用を支援します。 

⑤ 苦情解決体制を整備します。 

⑥ サービス提供中に、当該事業所授業者または養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合、速やかにこれを市町村に通知します。  

 

１３ 非常災害対策について 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を行います。 

① 従業者に対し、業務継続計画について周知し、必要な研修及び訓練を定期的に実施するととも 

に、その結果について介護支援専門員に周知徹底を図ります。 



② 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１４ 衛生管理等について 

事業所において感染症が発生又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を行います。 

 ① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装 

置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ 

の結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③ 事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓

練を定期的に実施します。 

 

１５ 身体拘束等の禁止について  

身体拘束等の適正化を図るため、次の各号に掲げる措置を行います。 

① 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが 

できるものとする）を年に１回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周 

知徹底を図ります。 

② 身体拘束等の適正化のための指針を整備します。 

③ 身体拘束等の適正化のための研修の実施を定期的に行います。 

 

１６ サービス利用にあたっての禁止事項について 

利用者様、ご家族様、関係者等において、次の掲げるいずれかの事由が発生した場合は、やむを得

ずサービスを終了する場合があります。 

① 介護支援専門員に対して行う暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為。  

② パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、カスタマーハラスメントなどの行為。 

③ サービス利用中に介護支援専門員の写真や動画撮影、録音などを無断でＳＮＳなどに掲載する 

行為。 

 

１７ その他について 

① 事業所は、介護支援専門員等の資質の向上を図るため、虐待防止、権利擁護、認知症ケア、介

護予防等の事項に関して、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を年１回以

上確保し、業務体制を整備します。また、研修受講後は記録を作成し、研修機関等が実施する研修を

受講した場合は復命を行うものとします。 

② 事業所は、家族に対する介護等を日常的に行っている児童や障害者、生活困窮者、難病患者等 

高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修への参加機会を年１回以 

上確保し、業務体制を整備します。また、研修受講後は記録を作成し、研修機関等が実施する研 

修を受講した場合は復命を行うものとします。 

この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は、会長が定めるものとします。 

 

 


